「働き方改革」の深層 : アベノミクスで浮上した論点をめぐって by 高橋 祐吉
























 １ 景気の現状から見えてくるもの 
 

















ユーロ加盟 19 カ国の平均の成長率が、2015 年 10～12 月期まで 11 四半期連続でプラス成長だっ
たということですから、日本経済の厳しさは際立っているようにも思われます。 
 とくに注目されたのは、個人消費がマイナス 0.9％となったことです。個人消費はＧＤＰの 6








 最近発表された「毎月勤労統計調査」によりますと、2015 年度の実質賃金はマイナス 0.1％
でしたので、この結果、実質賃金は 5 年連続してマイナスとなりました。先進国の中で日本の
賃金のみが低迷を続けていることも、注目すべき事実です（図表―1）（図表―2）。そうしたこ
との結果でもあるのでしょうが、1 年を通じて勤務した給与所得者 4,756 万人のうち、年収が









































－ 33 － 
家計の総所得は増えているはずだと反論していました。そんな話を聞いて納得していると、問
題の深刻度が薄められてしまうわけですが、後に触れるように、パートを週 35 時間未満の短時
間労働者と定義した場合、4 人に 1 人は男性ですし 3 人に 1 人は配偶者がいません。主婦の家
計補助的な働き方をパートをみるような、これまでのステレオタイプ化したパート像ではとら
えきれない現実が広がっていることが、十分に理解されていないのです。 





































































































  ２ 働き方はどのように変容したのか 
 






















（jobless recovery）や「賃金なき成長」（wageless recovery）では、recovery 自体が長続きしない
































































































































































 ３ 正社員の「働き方改革」の諸相 
 
  ３―（１） 職業・産業構造の変化と働き方 
 経済の土台に働くことを据えるためには、働くことをそもそものところから考えてみる必要
があります。現代社会において人間が生きていくためには、じつにさまざまな財やサービスを




































































わが国の年休の取得率は、21 世紀に入ってから今日まで 5 割を切り続けています。アメリカな

































－ 46 － 












（すなわち 36 協定）を結べば、労働基準法に定められた 1 日 8 時間、週 40 時間の上限を超え
て働かせることが可能になり、特別条項をつければ、行政指導の限度（月 45 時間、年 360 時間）
を超えてさらに働かせることも可能です。つまり、労働時間については「青天井」となってい
るわけです。特別条項付きの 36 協定は、約 4 割の企業で締結されていますが、大規模企業にな
るとほとんどの企業に及んでいます（図表―7）。そうしたことから言えば、36 協定とりわけ特





















計 40.5％ 77：52 72.5％ 21.5％ 5.5％ 650：54 57.9％ 15.0％ 1.2％ 
1～9人 35.7％ 79：02 75.0％ 20.4％ 6.2％ 652：44 60.3％ 14.6％ 1.3％ 
10～30人 45.6％ 75：38 67.4％ 22.8％ 3.3％ 648：00 54.5％ 16.5％ 0.8％ 
31～ 
100人 
52.5％ 76：28 71.3％ 20.5％ 5.7％ 643：26 53.9％ 12.3％ 1.7％ 
101～ 
300人 
68.1％ 80：14 73.0％ 29.5％ 8.9％ 659：30 56.7％ 17.7％ 2.4％ 
301人～ 96.1％ 83：10 82.8％ 34.7％ 10.6％ 679：22 62.3％ 22.1％ 1.7％ 
出所：厚生労働省「労働時間等総合実態調査」（2013年） 

















































































































































  厚生労働省は、「過労死等防止対策推進法」にもとづいて、2014 年度の勤務実態に関する調
査結果を公表しましたが、それによると、1 カ月の残業がもっとも長かった正社員の残業時間
が 80～100 時間だったと答えた企業が 11％、100 時間を超えた企業が 12％に上ったとのことで
す。合計すると 23％の企業に、80 時間を超えた労働者がいたという結果になりました。さらに
















－ 49 － 
 ４ 不安定化する労働市場 
 










































































































－ 52 － 















































































2005年度 0.98 0.84 0.59 1.41 
2006年度 1.06 0.92 0.63 1.49 
2007年度 1.02 0.87 0.61 1.44 
2008年度 0.77 0.64 0.48 1.16 
2009年度 0.45 0.34 0.26 0.78 
2010年度 0.56 0.44 0.33 0.89 
2011年度 0.68 0.55 0.41 1.02 
2012年度 0.82 0.66 0.49 1.22 
2013年度 0.97 0.78 0.58 1.43 



















 ５ 「働き方の多様化」とは 
 
























































  ５―（２） 非正社員の急増が示すもの 
 2014 年の「労働力調査」によれば、役員を除く雇用者総数 5,240 万人のうち、正社員が 3,278
万人を占め、残りの 1,962 万人が非正社員です。雇用者総数に占める非正社員の割合である非
正社員比率は 37％といまや 4 割近くにも達しています（図表―14）。この非正社員数と非正社
員比率は、当時の日経連が「新時代の『日本的経営』」を提唱した 1995 年には 874 万人、19％





































































































 計 男 女 
全有期雇用労働者（①＋②＋③） 1,426 544 882
①常雇の有期雇用労働者（A＋B） 892 345 547
A 正規の有期雇用労働者 120 78 42
B 非正規の有期雇用労働者 773 267 506
パート 326 41 285
アルバイト 95 474 51
派遣労働者 65 22 43
契約社員 203 111 92
嘱託 62 39 23
その他 22 10 12
②臨時雇 444 154 290
③日雇 90 45 45
出所：総務省統計局「労働力調査」（2013年） 
－ 61 － 
るもので、2013 年の「労働力調査」によると、有期雇用労働者は常雇い（雇用契約期間が 1 年
を超える者）で 892 万人おり、これに臨時雇い（雇用契約期間が 1 カ月以上 1 年以下の者）の
444 万人、日雇い（雇用契約期間が 1 カ月未満の者）の 90 万人を加えると 1,426 万人にのぼり、




























 週 35 時間未満の短時間労働者をパートと定義した実態調査の結果によれば、性別では女性が
－ 62 － 
依然としてパートの主力を占めているものの、パートの 4 人に 1 人は男性です。また、パート
の 3 人に 1 人は配偶者がいません。こうした現実を反映して、主に自分の収入で暮らしている
パートも目立ってきているのです。正社員として働けるところがなかったのでパートになった



























一応維持されてはいましたが、2003 年にはこの上限 1 年が上限 3 年とされ、製造業への派遣も
解禁されるに至りました。そして 07 年には製造業への派遣期間の上限が 1 年から 3 年へと延長




 2015 年には再び労働者派遣法が改正されました。その結果、専門 26 業務以外の派遣労働者










 ６ 非正社員の処遇の改善をめぐって 
 





























































































低賃金を毎年 3％程度引き上げて、全国平均 1,000 円を目指す」と表明したようですが、企業
の内部留保がこれだけ膨らんでいるのに「好循環」を実現するための賃上げが思うように進ま
ない現実を、ようやく認めざるを得なくなってきたということなのかもしれません。3％程度の




 ところで、2008 年に施行された改正最低賃金法では、9 条 2 項で地域別最低賃金は「地域に
おける労働者の生計費及び賃金並びに通常の事業の賃金支払能力を考慮して定められなければ




準よりも低くなっているという批判が広く存在したからです。ですから、9 条 3 項の規定は、
最低賃金が生活保護費を下回るような事態、すなわち俗にいう「逆転現象」を是正する必要が
あることを法によって認めたものと言うこともできるでしょう。憲法 9 条も大事な問題ですが、












































































その 12 分の１である 173.8 時間で除して、時給額を算定しました。しかしながら、法定労働時
間の上限となるこの理論値では、当然ながら年末・年始の休みはもちろん夏休みもゴールデン
ウィークなどの祝日もないことになります。これに対して原告側は、フルタイム労働者が実際










  ついでですから、「時給 15 ドル」の運動にも一言だけ触れておきましょう。昨年ニューヨー

















  ６―（４） 最低賃金の改善のために 







 しばらく前に、ある新聞社の方に電話で取材を受けたことがあります。「最低賃金を 1,000 円
に引き上げるべきだとの主張がありますが、どう思われますか」との質問でしたので、日本の
最低賃金の水準は、賃金の中央値と比較した割合で見ると、先進国の中で最低の水準であり、







 自民党も、野党の時代には最低賃金の 1,000 円への引き上げを「アンチ・ビジネス」だなど
と公然と批判していましたから、もしかしたら、最低賃金の引き上げは企業の成長を妨げ、失
業を生むに違いないといった「常識」に、世の中の人々は深くとらわれているのかもしれませ
ん。現行の地域別最低賃金は、最も高い東京で 907 円、最も低い沖縄等で 693 円ですから、こ
れを年に 2,000 時間働けると仮定して換算してみますと、それぞれ 181 万 4 千円と 138 万 6 千
円となります。派遣労働者の場合などは、仕事にあぶれることが珍しくありませんから（「経済
制裁」と呼ばれるシフト外しの嫌がらせさえあります）、あぶれればさらに低くなってしまいます。


















－ 74 － 



















 本稿は、本年 6 月に開催された公開講座のために作成した草稿をもとに、当日時間の関係で割愛せざる
をえなかった部分を復元して、わずかばかり手を加えただけのものであり、使用しているデータも当時の
ままである。こうしたものは、毎号アカデミックな論稿が掲載されている『月報』には何ともふさわしく
ないような気もしたが、私にとっては、取り上げたテーマが現在進行形の興味あるテーマだったというこ
ともあり、そしてまた当時の臨場感を残そうとも思って、あえて文体も講演時のままの話し言葉で掲載さ
せていただくことにした。定年間際の「老残」の身に免じてお許し願いたい。 
